
2023/05/29 8:25:57 / 22947050_中央魚類株式会社_招集通知

株主各位

証券コード　8030
2023年６月７日

株 主 各 位
東京都江東区豊洲６丁目６番２号

中 央 魚 類 株 式 会 社
代表取締役会長 伊 藤 裕 康

第76期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼を申しあげます。
　さて、当社第76期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申
しあげます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提
供措置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各
ウェブサイトに掲載しておりますので、いずれかのウェブサイトにアクセスの
上、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

【当社ウェブサイト】
http://www.marunaka-net.co.jp/

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「投資家情報」「決算関
連資料」を順に選択いただき、ご確認ください。）

【株主総会資料 掲載ウェブサイト】
https://d.sokai.jp/8030/teiji/

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「中央
魚類」又は「コード」に当社証券コード「８０３０」を入力・検索し、「基本
情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会
招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　なお、当日ご出席される株主様におかれましては、新型コロナウイルス感染拡
大にご配慮いただきますようお願い申しあげますとともに、後記の株主総会参考
書類をご検討いただき、2023年６月22日（木曜日）午後５時までに、インターネ
ット又は書面（郵送）により議決権をご行使くださいますようお願い申しあげま
す。（詳細については３頁～４頁をご参照ください。）

なお、株主総会にご出席の株主様へのお土産のご用意はございません。何卒、
ご理解くださいますようお願い申しあげます。

敬 具
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株主各位

１．日 時 2023年６月23日（金曜日）午前10時
２．場 所 東京都港区台場二丁目６番１号

グランドニッコー東京 台場　地下１階 パレロワイヤル

３．目 的 事 項
報 告 事 項 1.第76期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）

事業報告の内容、連結計算書類の内容ならびに会計監査人
および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

2.第76期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）
計算書類の内容報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役10名選任の件
第３号議案 監査役３名選任の件

     

記

以　上

当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出く
ださいますようお願い申しあげます。

<株主様へのお願い>
・株主総会当日までの感染拡大の状況や政府等の発表内容等により上記内容

を変更する場合がございます。インターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.marunaka-net.co.jp/）より、発信情報をご確認くださいま
すよう、あわせてお願い申しあげます。

・会場受付で、株主様のために消毒液を配備いたします。
・株主総会の運営スタッフは、検温を含め、体調を確認のうえマスク着用で

応対をさせていただきます。

電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の各ウェ
ブサイトにおいて、その旨、修正前および修正後の事項を掲載いたします。
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議決権行使についてのご案内

書面（郵送）で議決権を行使される場合

議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、切手を貼らず

にご投函ください。

行使期限
　
2023年 6 月22日(木曜日)午後5時到着分まで

　
書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否
の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。

インターネットで議決権を行使される場合

スマートフォン（QRコードをご利用いただけます）又はパソコンから

議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスし、本招

集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に記載された「ログ

インID」および「仮パスワード」をご入力いただき、画面の案内にし

たがって賛否をご入力ください。

※　「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

行使期限 2023年 6 月22日(木曜日)午後5時入力完了分まで
　

株主総会にご出席される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

日 時
　
2023年 6 月23日(金曜日)午前10時(受付開始:午前9時)

　

議決権行使についてのご案内

議決権は、以下の３つの方法により行使いただくことができます。

※ 書面（郵送）とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネ
ットによる議決権行使の内容を有効として取扱わせていただきます。

※ インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内
容を有効とさせていただきます。
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議決権行使についてのご案内

議決権行使ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/

　

❶ 議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。

❷ ‌�議決権行使書用紙に記載された「ログインID・

仮パスワード」を入力しクリックしてください。

「ログインID・仮パス

ワード」を入力

「ログイン」を

クリック

❸ 新しいパスワードを登録する。

「新しいパスワー

ド」を入力

「送信」を

クリック

※操作画面はイメージです。

システム等に関する
お問い合わせ フリーダイヤル 0120-173-027（９：00～21：00、通話料無料)

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部（ヘルプデスク)

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

※ 午前２時から午前５時までは、議決権行使サイトの保守・点検のため接続いただくこ
とができません。

※ インターネットのご利用環境、ご加入のサービスやご使用の機種によっては、議決権
行使サイトが利用できない場合があります。

※ 議決権行使サイトへのアクセスに際して発生するインターネット接続料、通信費等は
株主さまのご負担となります。

　

インターネットによる議決権行使について
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剰余金処分議案

配当総額 　金279,617,800円

株主総会参考書類

議案および参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件

当社は、業績に対応した期末配当を行うことを前提としつつ、営業基盤の

強化や財務体質の健全性あるいは今後の事業展開への備えなどを総合的に勘

案し、安定した配当の継続に努めることを基本方針としております。

この基本方針のもと、当期の期末配当につきましては、下記のとおりとい

たしたいと存じます。

期末配当に関する事項

(1) 配当財産の種類　　　　　　金銭

(2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき　金70円

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

2023年６月26日
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取締役選任議案

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

１

い

伊

 

　
とう

藤

 

　
ひろ

裕

 

　
やす

康

(1934年10月15日生)

1959年３月 当社入社
1977年６月 当社取締役
1989年６月 当社常務取締役
1995年６月 当社専務取締役
1997年６月 当社代表取締役社長
2010年６月 当社代表取締役会長(CEO)、会

長執行役員(現)

95,534株

＜重要な兼職の状況＞
・一般社団法人 豊洲市場協会代表理事(会長)

＜取締役候補者とした理由＞
  長年にわたり水産事業に従事し、1997年より社長として、2010年より会長と
して陣頭指揮を執ってきました。社内外の人望も厚く、CEOとして経営全般の適
切な監督と意思決定の能力を有していることから引き続き取締役候補者として
おります。

２

いま

今

 

　
むら

村

 

　
ただ

忠

 

　
のり

如

(1952年１月31日生)

1975年４月 三菱商事株式会社入社
2000年４月 同社水産部長
2007年６月 明治屋商事株式会社 代表取締

役社長
2011年７月 三菱食品株式会社 取締役兼専

務執行役員・総合企画本部長
2017年１月 株式会社永谷園 取締役副社長
2018年６月 株式会社永谷園ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 専

務取締役専務執行役員
2018年６月 当社社外取締役(現)
2023年４月　株式会社永谷園ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ
　　　　　　取締役(現)

－株

(株式会社永谷園ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽと当社との間には営

業上の取引がございません。 )

＜重要な兼職の状況＞
・株式会社永谷園ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ　取締役

　
＜取締役候補者とした理由＞
  三菱商事株式会社の水産部長、三菱食品株式会社の専務取締役および株式会
社マルイチ産商、明治屋商事株式会社の代表取締役社長を歴任し、株式会社永
谷園ホールディングスの専務取締役としても経営の一端を担い、水産物だけで
なく食品業界での経営経験が豊富で、また当社社外取締役として当社の取り巻
く環境にも詳しいことから、今回、執行にも携わる形で、当社グループ全体の
持続的成長と企業価値向上を担って頂くことから、引き続き取締役候補者とし
ております。

第２号議案　取締役10名選任の件
取締役８名（全員）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますの

で、水産業界を取り巻く大きな環境の変化への対応を強化すべく取締役を２
名増員し、取締役10名の選任をお願いいたしたいと存じます。
取締役候補者は次のとおりであります。
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取締役選任議案

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

３

まつ

松

 

　
もと

本

 

　
たか

孝

 

　
し

志

(1955年６月６日生)

1974年４月 当社入社
2012年６月 当社取締役、執行役員、鮮魚部部長
2015年６月 当社取締役、執行役員、営業本

部本部長 兼 鮮魚部部長
2016年４月 当社常務取締役、常務執行役

員、営業本部本部長
2018年４月 当社常務取締役、常務執行役

員、第一営業本部本部長 兼 マ
グロ部担当 兼 鮮魚部部長

2018年５月 千葉中央魚類株式会社 代表取
締役社長

2019年６月 当社常務取締役、常務執行役
員、営業本部統括 兼 第一営業
本部本部長

2020年６月 当社常務取締役、常務執行役
員、営業本部統括

2021年５月 柏魚市場株式会社 取締役会長
(現)

2022年６月 当社専務取締役、専務執行役
員、全社統括(現)

2023年２月 千葉中央魚類株式会社 代表清
算人(現)

500株

＜取締役候補者とした理由＞
  当社入社以来長年にわたり水産卸事業の営業に従事し、現在は営業の陣頭指
揮のみならず会社全体を見渡す全社統括として会長、社長を補佐しており、ま
た全国の荷主からの人望も厚いことから、引き続き取締役候補者としておりま
す。

４

しま

島

 

　
わき

脇

 

　
よし

義

 

　
とも

知

(1956年１月18日生)

1978年４月 当社入社
2014年６月 当社取締役、執行役員、特種部

部長
2019年６月 当社取締役、執行役員、特種部

担当
2020年６月 当社取締役、執行役員、第一営

業本部本部長 兼 特種部担当
2021年４月 当社取締役、執行役員、営業本

部本部長 兼 冷凍部担当 兼 特
種部部長

2021年６月 船橋魚市株式会社 代表取締役
会長（現）

2022年４月 当社取締役、執行役員、営業本
部本部長(現)

10,100株

＜取締役候補者とした理由＞
  当社入社以来長年にわたり、水産卸売事業、特に特種部での営業に携わり、
現在は営業本部長として営業の陣頭指揮を執り、高い専門性と深い経験、見識
を有していることから、引き続き取締役候補者としております。
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取締役選任議案

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

５

ふく

福

 

　
もと

元

 

　
かつ

勝

 

　
し

志

(1959年８月23日生)

1983年４月 日本冷蔵株式会社入社
2005年３月 株式会社ニチレイフレッシュへ

転籍
2007年４月 同社執行役員、水産事業本部副

本部長
2011年４月 同社常務執行役員
2014年４月 同社常務執行役員 兼 株式会社

フレッシュまるいち代表取締役
社長

2017年６月 同社取締役専務執行役員
2019年４月 当社執行役員
2019年６月 当社取締役、執行役員、第二営

業本部本部長
2020年６月 当社取締役、執行役員、管理本

部本部長 兼 情報システム部部
長 兼 食品安全委員会委員長

2021年４月 当社取締役、執行役員、管理本
部本部長 兼 開発部部長 兼 情
報システム部部長 兼 食品安全
委員会委員長

2022年４月　当社取締役、執行役員、管理本
部本部長 兼 開発部担当 兼 情
報システム部部長(現)

900株

＜取締役候補者とした理由＞
  株式会社ニチレイおよび関係会社での長年の水産事業の経験を有しており、
また株式会社ニチレイ関係会社での社長としての経営を踏まえた深い見識も兼
ね備えており、当社においても複数の部門を統括し、陣頭指揮を執っているこ
とから、引き続き取締役候補者としております。
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取締役選任議案

候 補 者
番    号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の
株式の数

６

はま

浜

 

　
だ

田

 

　
しん

晋

 

　
ご

吾

(1959年１月７日生)

1983年４月　日本水産株式会社(現株式会社
ニッスイ)入社

2017年６月　同社取締役執行役員
2018年６月　同社取締役常務執行役員
2019年６月　同社代表取締役専務執行役員
2020年３月　同社代表取締役専務執行役員、
　　　　　　最高執行責任者(COO)
2021年６月　同社代表取締役社長執行役員

(CEO)(現)
2021年６月　当社社外取締役(現)

－株

(株式会社ニッスイと当社との間には営業上の取

引があります。 )

＜重要な兼職の状況＞
・株式会社ニッスイ　代表取締役社長執行役員

　
＜社外取締役候補者とした理由および期待される役割＞
  株式会社ニッスイの代表取締役社長として水産および食品事業の経営の陣頭
指揮を執り、深く幅広い知識・経験・洞察力を有していることから、水産事業
および経営全般についての専門的観点からの監督、助言頂くことを期待し、引
き続き取締役候補者としております。また、選任された場合は、引き続き指
名・報酬委員会の委員として、役員候補者の選定や役員報酬等の決定に対し
て、客観的・中立的な立場で関与して頂く予定です。

７

あし

足

 

　
かが

利

 

　
き ん べ え

金兵衛

(1942年８月29日生)

1964年４月 株式会社足利本店入社
1974年４月 株式会社まるや 代表取締役

社長
1984年11月 株式会社足利本店 代表取締

役社長
2010年12月 同社 取締役会長(現)
2018年６月 当社社外取締役(現)

(株式会社足利本店と当社との間には営業上の取

引があります。 )

＜重要な兼職の状況＞

・株式会社足利本店　取締役会長

　

11,900株

＜社外取締役候補者とした理由および期待される役割＞
  当社取引先でもある株式会社足利本店の会長として長年会社経営に携わり、
水産業界および経営全般について経験、見識を有し、当社取締役会においても
適切な監督を行っており、今後とも取締役会での適切な監督、助言を期待して
いることから引き続き取締役候補者としております。また、選任された場合、
引き続き指名・報酬委員会の委員として、役員候補者の選定や役員報酬等の決
定に対して、客観的・中立的な立場で関与して頂く予定です。

－ 9 －
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取締役選任議案

候 補 者
番    号

氏 名

（生年月日）
略歴、当社における地位、担当
お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

８

※
み

三

 

　
た

田

 

　

 

　

 

　
かおる

薫

(1948年12月19日生)

1971年４月 野崎産業株式会社入社
1994年10月 同社大阪支店大阪食品部部長
1996年10月 当社入社
2006年６月 当社取締役海外室ゼネラルマネー

ジャー
2012年５月 中央小揚株式会社代表取締役社長
2016年６月 当社顧問
2017年６月 当社取締役、執行役員、管理本部

本部長 兼 グループ管理室室長 兼 
経理部部長

2018年６月 当社常務取締役、常務執行役員、
管理本部本部長 兼 マグロ部管掌 
兼 グループ管理室室長 兼 経理部
部長 兼 情報システム部部長

2019年６月 当社取締役副社長、副社長執行役
員、管理本部本部長 兼 グループ
管理室室長 兼 情報システム部部
長

2020年６月 当社取締役副社長、副社長執行役
員、グループ管理室室長

2021年６月 当社常勤監査役(現)
　

2,200株

＜取締役候補者とした理由＞
  商社での経験を活かし、当社入社後は海外関連事業部門にて陣頭指揮にあた
り、また、当社取締役としても長年経営にも携わり、営業、管理の両面に幅広
い経験と深い見識を有していることから、当社の取り巻く環境に対して経営の
一員として陣頭指揮を執って頂くため、取締役候補者としております。

９

 ※
やま

山

 

　
ぐち

口

 

　
けい

敬　
ぞう

三

(1962年1月8日生)

1984年４月 株式会社極洋入社
2020年６月 同社取締役常温食品部長
2021年４月 同社取締役市販食品本部長兼 市

販食品第二部長
2023年４月 同社取締役東京支社長(現)

(株式会社極洋と当社との間には営業上の取引が

あります。 )

＜重要な兼職の状況＞

・株式会社極洋　取締役東京支社長

　

－株

＜社外取締役候補者とした理由および期待される役割＞
  当社取引先でもある株式会社極洋の取締役東京支社長として水産事業に深い
見識と経験を有しており、当社に対して水産事業における専門的観点からの監
督、助言を頂くことを期待し、新たに取締役候補者としております。また、選
任された場合、当社の指名・報酬委員会の委員として、役員候補者の選定や役
員報酬等の決定に対して、客観的・中立的な立場で関与して頂く予定です。

－ 10 －
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取締役選任議案

候 補 者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

10

 ※
き

木

 

　
そ

曽

 

　
たく

琢　
ま

真

(1960年９月11日生)

1983年４月 株式会社富士銀行（現株式
会社みずほ銀行）入行

1988年10月 富士総合研究所株式会社
（現みずほリサーチ＆テク
ノロジーズ株式会社）入社

2011年７月 みずほ総合研究所株式会社
（現みずほリサーチ＆テク
ノロジーズ株式会社）上席
執行役員

2019年２月 一般社団法人日本経済調査
協議会　特別顧問

2019年６月 同協議会　専務理事
2022年６月　同協議会　顧問(現)

　

－株

＜社外取締役候補者とした理由および期待される役割＞
  銀行の調査部やシンクタンクにて長年の経験を有しており、日本経済全般に
対する深い知見を有することから、水産事業を超えたより広い経済環境という
視点から当社を取り巻く環境の変化に対する助言を期待し、取締役候補者と致
しました。選任された場合、当社の指名・報酬委員会の委員として、役員候補
者の選定や役員報酬等の決定に対して、客観的・中立的な立場で関与して頂く
予定です。また、木曽氏は株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員へ
の届出を予定しております。

 (注)１．※印は新任取締役候補者であります。
２．当社と営業上の取引がある取引先の代表者である浜田晋吾氏と取引先の会長で

ある足利金兵衛氏、取引先の取締役である山口敬三氏を除き、各候補者と当社
との間には特別な利害関係はありません。

３．浜田晋吾氏、足利金兵衛氏、山口敬三氏、木曽琢真氏は社外取締役候補者であ
ります。前記の四氏はともに経済界や水産業界における豊かな経験と見識によ
り当社経営上有用なご助言をいただけると判断し、社外取締役として選任をお
願いするものであります。四氏の当社における社外取締役在任期間は、本総会
終結の時をもって浜田晋吾氏は２年、足利金兵衛氏は５年となります。なお、
取締役に選任された場合には木曽琢真氏は東京証券取引所に独立役員として届
け出る予定となっております。

４．当社は、役員が職務の遂行にあたり、期待される役割を十分に発揮できるよう
にするとともに、有用な人材を迎えることができるよう、取締役全員を被保険
者として、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結
しており、本議案が原案どおり承認され、各候補者が取締役に選任され就任し
た場合には当該保険契約の被保険者となります。当該保険契約では、被保険者
である役員等がその職務の執行に関し責任を負うこと、又は、当該責任の追及
に係る請求を受けることによって生ずることのある損害について填補すること
とされています。但し、法令違反の行為であることを認識して行った行為に起
因して生じた損害は填補されないなど、一定の免責事由があります。（保険料
は特約部分も含め会社が全額負担しており、被保険者の実質的な保険料負担は
ありません。当該保険契約には免責額の定めを設けており、当該免責額までの
損害については填補の対象としないこととされています。）なお、各候補者の
任期途中である2024年３月１日に当該保険契約を更新する予定であります。

－ 11 －
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監査役選任議案

候補者
番  号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

1

さわ

澤　
の

野　
けい

敬　
いち

一

(1957年1月15日生)

1984年４月 株式会社三和化学研究所入社
1989年４月 水産庁入庁
1999年９月 水産庁中央水産研究所主任研究官
2003年10月 独立行政法人水産総合研究セン

ター開発調査部首席開発調整官
2008年２月 農林漁業金融公庫調査室調査主

幹
2017年９月 当社調査研究業務委託契約
2019年６月 当社社外監査役（現）

－株

＜社外監査役候補者とした理由＞
　水産資源の政策に係る長年にわたる研究により培われた豊富な経験と高い専
門性を有しており、当社への適切な助言および監査を行っていることから、改
めて社外監査役候補者と致しました。

2

※
いけ

池　
もと

本　
しん

新　
すけ

介

(1950年5月16日生)

1974年４月 当社入社
2007年４月 当社業務部シニアマネージャー
2008年４月 当社業務部部長
2011年８月 当社業務監査室室長
2015年11月 当社退職
2016年１月 一般社団法人豊洲市場７街区物

流施設管理協議会入社（現）

－株

＜監査役候補者とした理由＞
　当社入社後、長年にわたり営業部門や管理部門、内部監査部門など幅広い業
務経験を有し、また当社退職後には豊洲市場の管理に係る一般財団法人も経験
するなど水産卸売業界全般にも精通していることから、当社への適切な監査を
行って頂くため、新たに監査役候補者と致しました。

第３号議案　監査役３名選任の件

本総会終結の時をもって、監査役 澤野敬一氏は任期満了により、監
査役 三田薫氏、服部篤氏は辞任のため退任いたします。つきまして
は、新たに監査役３名の選任をお願いいたしたいと存じます。
なお、本議案につきましては監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は次のとおりであります。

－ 12 －
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監査役選任議案

候補者
番  号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

3

※
ひら

平　
お

尾　
よし

嘉　
あき

昭

(1977年12月13日生)

2004年11月 司法試験合格
2005年４月 最高裁判所司法研修所入所
2006年９月 同所司法修習修了
2006年10月 日本弁護士連合会弁護士登録

（第一東京弁護士会所属）
2006年10月 新生綜合法律事務所入所
2013年４月 明星大学経営学部経営学科非常勤講師
2013年４月 経営法曹会議入会（現）
2021年６月 アイザワ証券分割準備株式会社

（現　アイザワ証券株式会社）
社外監査役（現）

－株

＜監査役候補者とした理由＞
　弁護士として会社法や労働問題を中心に幅広い企業法務の経験と知識を有し
ており、法律の専門家として独立した立場から適正かつ客観的な監査を遂行頂
けることを期待し、新たに社外監査役候補者と致しました。なお、平尾氏は株
式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員への届出を予定しております。

    （注）１．※印は新任の監査役候補者であります。

２．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

３．澤野敬一氏、平尾嘉昭氏は社外監査役候補者であります。

４．平尾嘉昭氏は監査役に選任された場合には東京証券取引所に独立役員とし

て届け出る予定となっております。

５．当社は、役員が職務の遂行にあたり、期待される役割を十分に発揮できる

ようにするとともに、有用な人材を迎えることができるよう、監査役全員

を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任

保険契約を締結しており、本議案が原案どおり承認され、各候補者が監査

役に選任され就任した場合には当該保険契約の被保険者となります。当該

保険契約では、被保険者である役員等がその職務の執行に関し責任を負う

こと、又は、当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずること

のある損害について填補することとされています。但し、法令違反の行為

であることを認識して行った行為に起因して生じた損害は填補されないな

ど、一定の免責事由があります。（保険料は特約部分も含め会社が全額負

担しており、被保険者の実質的な保険料負担はありません。当該保険契約

には免責額の定めを設けており、当該免責額までの損害については填補の

対象としないこととされています。）なお、各候補者の任期途中である

2024年３月１日に当該保険契約を更新する予定であります。

－ 13 －
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ご参考

氏　　名 役　職

専門性・経験

企業経営
財務

・会計

法務・コ

ンプライ

アンス

営業・マ

ーケティ

ング

テクノロ

ジー

労務・

人材開発

リスクマ

ネジメン

ト

伊藤　裕康 代表取締役会長 ◯ ◯ ◯

今村　忠如 代表取締役社長 ◯ ◯ ◯ ◯

松本　孝志 専務取締役 ◯ ◯ ◯

島脇　義知 取 締 役 ◯ ◯ ◯

福元　勝志 取 締 役 ◯ ◯ ◯ ◯

三田　薫 取 締 役 ◯ ◯ ◯ ◯

浜田　晋吾 社外取締役 ◯ ◯

足利　金兵衛 社外取締役 ◯ ◯

山口　敬三 社外取締役 ◯ ◯

木曽　琢真 社外取締役 ◯ ◯ ◯

池本　新介 監 査 役 ◯ ◯

澤野　敬一 社外監査役 ◯ ◯ ◯

平尾　嘉昭 社外監査役 ◯ ◯ ◯

《ご参考》

　当社では、取締役会の諮問機関として2019年９月に社外取締役を委員長と

する任意の指名・報酬委員会（社外取締役、代表取締役にて構成）を設置

し、取締役の候補者につき審議し、取締役会に答申しております。

　取締役会では、当該答申を受けて候補者の決定をしております。

取締役および監査役の専門性と経験（スキル・マトリックス）

・第２号議案および第３号議案が承認された場合の取締役および監査役の専門性と経験

は、次の通りであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

－ 14 －
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優待品のご案内

株主各位

優待品のご案内

拝啓　時下ますますご清栄のこととお慶び申しあげます。

さて、当社では株主の皆様の日ごろのご支援に感謝の意を
込めて、100株以上ご所有の株主様に海産物を贈呈させてい
ただいております。本年は、「選べる海産物」として３種類
の海産物より株主様に1種類選んでいただいたものを発送さ
せていただくことといたしました。

詳細は「株主優待関連書類」として５月下旬に発送させて
いただいておりますので、ご確認をお願いいたします。

今後ともどうぞよろしくお願いいたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
中央魚類株式会社
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地図

株主総会会場ご案内略図

潮風公園

船の
科学館

ゆりかもめ

台場駅

台場駅前

デックス
東京ビーチ

アクア
シティ
お台場

フジテレビ
お台場海浜公園駅

国道357号線

東京テレポート駅(りんかい線)

センタープロムナード
（遊歩道）

首都高速湾岸線

グランドニッコー東京台場
１Ｆ入口

桟橋

至
大
崎

東京港
トンネル
至大井

東京国際クルーズ
ターミナル駅

臨海副都心出口

臨海副都心入口

東京都港区台場二丁目６番１号

グランドニッコー東京 台場　地下１階 パレロワイヤル
電話　03(5500)6711

　　　■ゆりかもめ　台場駅直結

　　　■りんかい線　東京テレポート駅より徒歩約15分

※お車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申しあげます。

 新型コロナウイルス感染拡大の状況次第では、やむなく会場や開始時刻が変更
となる場合がございます。その場合は、インターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.marunaka-net.co.jp/）に掲載いたします。株主の皆様におかれまして
は、事前に、当社のＨＰを必ずご確認ください。
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表紙

（
2022年４月１日から

2023年３月31日まで）

事 業 報 告

連 結 貸 借 対 照 表

連 結 損 益 計 算 書

連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

連 結 注 記 表

貸 借 対 照 表

損 益 計 算 書

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

個 別 注 記 表

連結計算書類に係る会計監査人監査報告

計算書類に係る会計監査人監査報告

監 査 役 会 監 査 報 告

【交付書面】

（第76期定時株主総会招集ご通知添付書類）

第 76 期 報 告 書

中 央 魚 類 株 式 会 社
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事業の経過およびその成果、設備投資の状況

事　 業　 報　 告

（
2022年４月１日から

2023年３月31日まで）
1.　企業集団の現況

(1) 事業の経過およびその成果

　当期における我が国の経済は、新型コロナウイルス感染症の影響は続いたも

のの、行動制限の解除や水際対策の緩和、全国旅行支援等により人流やインバ

ウンド需要が回復し、消費が前年比プラスで推移するなど内需を中心に緩やか

に持ち直しました。一方で、ロシアによるウクライナへの軍事侵攻に起因する

資源価格の上昇や、世界的な金融引き締めによる為替の円安進行はエネルギ

ー、食品等の国内物価を上昇させ、家計や企業活動に影響を与えており、依然

として先行き不透明な状態が続いております。

　当社グループの主力事業である水産物卸売業界においては、ウィズコロナの

対応が進み外食需要の回復や輸出需要が拡大しましたが、巣ごもり需要の減少

や物価高による消費者の生活防衛意識の高まり等により販売環境は厳しくなっ

ております。また、水産資源の減少や海水温の変化による漁期や漁場の変化に

起因すると思われる不漁の影響により、卸売市場における水産物取扱数量は、

前年対比減少しました。

　このような状況のもと、水産物卸売事業ではグループ内の流通機能を活用す

るとともに、出荷者との取り組みを強化して集荷に努めた結果、水産物全般の

単価高もあり売上高は堅調に推移しました。冷蔵倉庫事業では保管荷役料の値

上げや業務の効率化に努めましたが、人件費の増加や電力料の値上げにより営

業費が増加し、利益は減少しました。

　この結果、当社グループ売上高は137,482百万円（前年同期比12.8％増）と

なり、営業利益は2,014百万円（前年同期比1.6％増）、経常利益は2,127百万

円（前年同期比4.7％増）となりました。なお、2023年１月31日に連結子会社

である千葉中央魚類株式会社を解散したことにより、関係会社整理損68百万円

を特別損失に計上しました。また、2022年３月から2022年４月12日に当社の連

結子会社である株式会社ホウスイの普通株式に対する公開買い付けを実施し、

同社の普通株式を取得したこと等により、非支配株主に帰属する当期純利益が

129百万円(前年同期比77.7％減)となりました。以上により、親会社株主に帰

属する当期純利益は1,387百万円（前年同期比20.4％増）となりました。

当社グループの事業部門別の概況は次のとおりであります。

－ 1 －
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事業の経過およびその成果、設備投資の状況

事 業 区 分
2 0 2 2 年 度 （ 当 期 ）

前 期 比
金 額 構 成 比

百万円 ％ ％

水 産 物 卸 売 事 業 128,909 93.8 112.7

冷 蔵 倉 庫 事 業 7,354 5.3 113.4

不 動 産 賃 貸 事 業 629 0.5 115.7

荷 役 事 業 588 0.4 124.0

合 計 137,482 100.0 112.8

＜水産物卸売事業＞

　水産物卸売事業は、冷凍本マグロ、塩銀鮭、国内マグロ、活マダイ、国内ウ

ニの売上高は前年を上回りましたが、養殖ハマチ、養殖マダイ、養殖カンパ

チ、タラバガニ、インドマグロは全体的に厳しい販売状況となり、セグメント

売上高は128,909百万円（前年同期比12.7％増）となりましたが、集荷販売経

費増により、セグメント利益は883百万円（前年同期比7.5％減）となりまし

た。

＜冷蔵倉庫事業＞

　冷蔵倉庫事業は、保管料・荷役料の値上げにより売上高は7,354百万円（前

年同期比13.4％増）となりましたが、電力料等の値上げにより、セグメント利

益は550百万円（前年同期比2.4％減）となりました。

＜不動産賃貸事業＞

　不動産賃貸事業は、豊海流通センターの稼働開始により売上高629百万円

（前年同期比15.7％増）となり、セグメント利益は542百万円（前年同期比

27.1％増）となりました。

＜荷役事業＞

　荷役事業は、量販店等への配送業務が増加したため、売上高588百万円（前

年同期比24.0％増）となりましたが、外注委託による費用増加により、セグメ

ント利益は31百万円（前年同期比15.5％減）となりました。

（事業部門別売上高明細）

(2) 設備投資の状況

当期中における当社グループの設備投資の総額は1,980百万円であります。

その主な内容は、水産卸売事業における情報システム開発費用、冷蔵倉庫事業

における機械装置購入、不動産賃貸事業における借地権更新料の支払い等であ

ります。

－ 2 －



2023/05/29 8:27:11 / 22947051_中央魚類株式会社_招集通知

対処すべき課題、直前３事業年度の財産および損益の状況

(3) 対処すべき課題

新型コロナウィルスの感染症法上の分類が2023年５月８日より季節性インフ

ルエンザなどと同じ５類感染症に引き下げることが決定し、経済優先の政策や

インバウンド消費による外食や宿泊需要等のサービス分野での回復が見込まれ

る一方、ロシアによるウクライナ侵攻の長期化、インフレ抑制に向けた世界的

な金融引き締め下での景気減速が懸念されております。こうした状況は、当社

グループが取り扱う水産物をはじめとする食品全般の販売環境に大きな影響を

与えるものと思われます。

水産物卸売事業におきましては、海洋生態系の変化等により天然水産物の漁

獲量が大きく減少する一方で、国際的な水産物の需要の高まりによる買付競争

の激化等により、水産物の価格は高騰するものの、扱い数量は減少しておりま

す。また、卸売市場外における水産物流通の多様化などもあり、水産物卸売市

場を取り巻く環境も大きく変化してきております。

こうした状況のもと、高機能化された豊洲市場を活用しながら、当社グルー

プ会社が持つ、冷蔵保管、リテールサポート、荷役、加工の各機能を最大限に

活かし、サプライチューンの拡充に努め、水産物の集荷販売拡大に注力してま

いります。

冷蔵倉庫事業におきましては、首都圏で約218,000トンとなる冷凍・冷蔵保

管スペースをより効率的に活用し、グループ各社との連携による集荷、保管、

配送のトータル物流サービスを担いつつ、着実な事業の拡充を図ってまいりま

す。

不動産賃貸事業におきましては、引き続き、資産の効率的運用の観点から有

効活用の検討を進めてまいります。また、老朽化物件の大規模改修や建替、売

却等の検討、現有賃貸物件のサービス向上やメンテナンス強化等によって高稼

働率を維持してまいります。

荷役事業におきましては、豊洲市場内での新しい物流に対処すべく体制を整

え、同市場内外で荷役・配送作業が円滑に行われるよう業務の効率化に向けて

合理的な人員配置と経費の節減に取り組む所存であります。

当社は、卸売市場における公共的使命を担う企業として食の安全・安心の重

要性を従来にも増して強く認識し、消費者が安心して食することのできる安全

な商品の取り扱いに最大限の努力をしてまいる所存です。また、デジタル化推

進によって、情報連携の迅速化と品質管理の強化を図り、豊富な品揃えと産地

情報を活用した集荷力、販売力の向上とともに、グループ各社とのシステム連

携による業務効率の向上も目指してまいります。

当社グループでは、連結子会社である株式会社ホウスイの完全子会社化や、

2023年１月末の千葉中央魚類株式会社解散などにより、グループ会社の効率的

な会社運営を目指すとともに、引き続きコスト削減などの経営改善に取り組ん

－ 3 －
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対処すべき課題、直前３事業年度の財産および損益の状況

でまいります。さらに、コンプライアンスの向上、社会規範の順守、債権管理

強化等による健全な財務体質の構築、グループ会社を横断した人的資源の相互

活用や人材教育の充実にも意を用い、取引先各位に信頼され、社会から必要と

される企業グループとして努力してまいります。

区 分
2019年度
第 73 期

2020年度
第 74 期

2021年度
第 75 期

2022年度
第 76 期

（当　期）
売 上 高 (百万円) 193,923 187,697 121,842 137,482
経 常 利 益 (百万円) 1,209 1,707 2,030 2,127
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

(百万円) 683 1,256 1,152 1,387

１株当たり当期純利益(円) 171.09 314.61 288.63 347.40
総 資 産 (百万円) 66,320 68,855 71,613 73,293
純 資 産 (百万円) 24,848 27,245 29,031 26,121

区 分
2019年度
第 73 期

2020年度
第 74 期

2021年度
第 75 期

2022年度
第 76 期

（当　期）
売 上 高 (百万円) 102,520 95,236 83,881 98,182
経 常 利 益 (百万円) 469 552 813 831
当 期 純 利 益 (百万円) 458 825 974 635
１株当たり当期純利益(円) 114.83 206.73 243.93 159.08
総 資 産 (百万円) 25,679 26,390 28,463 35,990
純 資 産 (百万円) 14,891 16,264 17,447 18,227

(4) 直前３事業年度の財産および損益の状況
① 企業集団の財産および損益の状況

（注）１.１株当たり当期純利益は、自己株式数控除後の期中平均発行済株式総数に基づき算出して
おります。

２.「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号　2020年３月31日)等を第75期の期首
から適用しており、第75期以後の各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値
となっております。

② 当社の財産および損益の状況

（注）１.１株当たり当期純利益は、自己株式数控除後の期中平均発行済株式総数に基づき算出して
おります。

２.「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号　2020年３月31日)等を第75期の期首
から適用しており、第75期以後の各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値
となっております。

－ 4 －
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重要な子会社等の状況、主要な事業内容、主要な営業所

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主要な事業内容
百万円 ％

柏 魚 市 場 株 式 会 社 80 100.0 水産物卸売事業

株 式 会 社 ホ ウ ス イ 2,485 100.0
冷 蔵 倉 庫 事 業
水産物卸売事業

マルナカロジスティクス株式会社 20 60.0 荷 役 事 業

(5) 重要な子会社等の状況

（注）１.連結子会社は、上記重要な子会社３社のほか、(株)水産流通、中央フーズ(株)、(株)せん
にち、(株)豊海、千葉中央魚類(株)を含む８社であります。また、持分法適用関連会社
は、オーシャンステージ(株)、船橋魚市(株)の２社であります。

２.マルナカロジスティクス(株)は、2022年６月２日付で中央小揚(株)より社名を変更してお
ります。

３.千葉中央魚類㈱については2023年１月31日をもって解散し、清算手続中であります。

事 業 区 分 事 業 の 内 容

水 産 物 卸 売 事 業
東京都内および千葉県内の公設卸売市場ならびに市場外に
おける水産物およびその加工製品の卸売業等

冷 蔵 倉 庫 事 業 首都圏における冷蔵倉庫業

不 動 産 賃 貸 事 業 保有する不動産の一部の賃貸業

荷 役 事 業 豊洲市場内における水産物等の荷役業

(6) 主要な事業内容（2023年３月31日現在）

名 称 営 業 所 名 （ 所 在 地 ）

中央魚類株式会社 本　　社（東京都江東区、豊洲市場）

柏魚市場株式会社 本　　社（千葉県柏市、柏市場）

株式会社ホウスイ

本　　社（東京都江東区）
仙台支店（宮城県仙台市）、大阪支店（大阪府吹田市）、
福岡支店（福岡県福岡市）、豊洲冷蔵庫(東京都江東区)、
豊海第一冷蔵庫、豊海第二冷蔵庫、豊海第三冷蔵庫（以上　
東京都中央区）、大井冷蔵庫（東京都大田区）、船橋冷蔵
庫（千葉県船橋市）、市川物流センター、市川流通センタ
ー(以上　千葉県市川市)、厚木物流センター（神奈川県伊
勢原市）、川島物流センター(埼玉県比企郡川島町)

マルナカロジスティクス株式会社 本　　社（東京都江東区）

株式会社水産流通 本　　社（東京都中央区、豊洲流通センター）

(7) 主要な営業所（2023年３月31日現在）

－ 5 －
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使用人の状況、主要な借入先

事 業 区 分 使 用 人 数 前 期 末 比 増 減

名 名

水 産 物 卸 売 事 業 491（511） △33 （44）

冷 蔵 倉 庫 事 業 182 （8） △9 （-）

荷 役 事 業 87 （20） 3 （3）

合 計 760（539） △39 （47）

使 用 人 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

名 名 歳 年

214 12 44.3 13.8

(8) 使用人の状況（2023年３月31日現在）

① 企業集団の使用人の状況

　（注）使用人数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に年間の平均就業人員を外数で記載し
ております。

② 当社の使用人の状況

（注) 使用人数は就業人員であり、上記のほか臨時雇用者が４名おります。

借 入 先 借 入 残 高

百万円

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 11,585

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 3,581

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 3,273

城 北 信 用 金 庫 2,530

株 式 会 社 き ら ぼ し 銀 行 2,525

(9) 主要な借入先（2023年３月31日現在）

－ 6 －
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株式の状況、新株予約権等に関する事項

① 発行可能株式総数 6,240千株

② 発行済株式の総数 4,315千株

③ 株主数 7,146名

株      主      名 持 　 株 　 数 持 株 比 率

千株 ％

株 式 会 社 ニ ッ ス イ 479 12.0

株 式 会 社 足 利 本 店 302 7.5

株 式 会 社 　 極 　 　 　 洋 214 5.3

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 180 4.5

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 180 4.5

東 洋 水 産 株 式 会 社 161 4.0

中 村 格 彰 102 2.5

伊 藤 裕 康 95 2.3

株 式 会 社 ニ チ レ イ フ レ ッ シ ュ 59 1.4

DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO 57 1.4

2.　会 社 の 現 況

(1) 株 式 の 状 況 （2023年３月31日現在）

④ 大株主

(注) 当社は自己株式（320,760株）を保有しておりますが、上記大株主からは除いております。
なお、持株比率は自己株式を控除して計算しております。

(2) 新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

－ 7 －



2023/05/29 8:27:11 / 22947051_中央魚類株式会社_招集通知

会社役員に関する事項

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 会 長

( C E O )
伊 藤 裕 康

会長執行役員

一般社団法人豊洲市場協会 代表理事(会長)

代 表 取 締 役 社 長

( C O O )

伊 藤 晴 彦 社長執行役員

株式会社豊海 代表取締役社長

専 務 取 締 役 松 本 孝 志 専務執行役員、全社統括

柏魚市場株式会社 取締役会長

千葉中央魚類株式会社 代表清算人、

取 締 役 島 脇 義 知 執行役員、営業本部本部長

船橋魚市株式会社 代表取締役会長

取 締 役 福 元 勝 志 執行役員、管理本部本部長 兼 開発部担当 兼

情報システム部部長

取 締 役 浜 田 晋 吾 株式会社ニッスイ 代表取締役社長執行役員

取 締 役 今 村 忠 如 株式会社永谷園ホールディングス 専務取締役

専務執行役員

取 締 役 足　利　金兵衛 株式会社足利本店 取締役会長

常 勤 監 査 役 三 田 　 薫

常 勤 監 査 役 澤 野 敬 一

監 査 役 服 部 　 篤 株式会社極洋 東京支社長

(3) 会社役員に関する事項

① 取締役および監査役の状況（2023年３月31日現在）

(注) 1.取締役 浜田晋吾、取締役 今村忠如、取締役 足利金兵衛の三氏は社外取締役であります。
2.常勤監査役 澤野敬一、監査役 服部 篤の両氏は社外監査役であり、取締役 今村忠如氏、
監査役 澤野敬一氏は東京証券取引所に独立役員として届け出ております。

3.役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は、取締役、監査役及び執行役員並びに子会社の役員を被保険者として、会社法第
430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しております。保険料は特約
部分も含め会社が全額負担しており、被保険者の実質的な保険料負担はありません。当該
保険契約では、被保険者である役員等がその職務の執行に関し責任を負うこと、又は、当
該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害について填補するこ
ととされています。但し、法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因して生
じた損害は填補されないなど、一定の免責事由があります。当該保険契約には免責額の定
めを設けており、当該免責額までの損害については填補の対象としないこととされていま
す。

4.千葉中央魚類㈱については2023年１月31日をもって解散し、清算手続中であります。

② 取締役および監査役に支払った報酬等の総額
イ．役員報酬等の内容の決定に関する方針等
　当社は、2021年４月27日開催の取締役会において、2021年２月26日開
催の取締役会にて決議された取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決
定方針の改定を決議しております。当該取締役会の決議に際しては、あ
らかじめ決議する内容について指名・報酬委員会へ諮問し、答申を受け
ております。
　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等につい
て、報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が当該決定方
針と整合していることや、指名・報酬委員会からの答申が尊重されてい
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ることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しており
ます。
　取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおり
です。
ａ. 基本方針
　当社の取締役の報酬は、固定報酬である月額報酬と、単年度の業績に
連動する賞与で構成する。社外取締役については、業務執行から独立し
た立場であることに鑑み、固定報酬のみとする。

ｂ. 基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針
　基本報酬は、月例の固定報酬である取締役報酬を支給する。これに加
えて、代表取締役については代表権報酬を支給し、グループ会社全体を
監督する会長、社長、副社長についてはグループ監督報酬を支給する。
尚、執行役員を兼務する者については、別途定める執行役員報酬を支給
する。これらの基本報酬は、当社の事業環境、社会情勢や同業他社の水
準等を考慮の上、必要に応じて見直すものとする。

ｃ. 業績連動報酬等の内容および額または数の算定方法の決定に関する
方針（報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含
む。）

　業績連動報酬である賞与は、業績向上と企業価値増大への貢献意欲を
高めることを目的とし、各取締役の役位、単年度の会社業績、各取締役
の経営への貢献度の３要素で決定する。賞与は、各取締役の役位に応じ
て標準額を定め、会社業績については、当社事業の成果を適切に反映す
るとの判断から営業利益を主な指標とし、目標値への達成度を勘案して
業績係数を決定する。最終的な賞与支給額は、これらの役位別標準額と
業績係数に加え、各取締役の経営への貢献度に関する評価結果を、総合
的に勘案して決定する。なお、賞与を支給する場合は、所定の時期に一
括で支給するものとする。

ｄ. 金銭報酬の額、業績連動報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額
に対する割合の決定に関する方針

　種類別の報酬割合については、2019年９月に設置した指名・報酬委員
会において検討を行い、取締役会（下記eの委任を受けた代表取締役社
長）は、指名・報酬委員会の答申内容を踏まえて、取締役の個人別の報
酬等の内容を決定することとする。

－ 9 －
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区 分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数

（名）基 本 報 酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取 締 役
(うち社外取締役)

169
（25）

154
（25）

15
（－）

－
（－）

8
（3）

監 査 役
(うち社外監査役)

27
（15）

27
（15）

－
（－）

－
（－）

3
（2）

合 計
(うち社外役員)

197
（40）

181
（40）

15
（－）

－
（－）

11
（5）

ｅ. 取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
　個人別の報酬額については、取締役会決議にもとづき代表取締役社長
がその具体的内容について委任を受けるものとし、その権限の内容は、
各取締役の基本報酬の額、賞与の額及び各取締役の評価とする。取締役
会は、当該権限が代表取締役社長によって適切に行使されるよう、社外
取締役、社長及び会長により構成される指名・報酬委員会に原案を諮問
し答申を得るものとし、上記の委任を受けた代表取締役社長は、当該答
申の内容を踏まえて決定をしなければならないこととする。

ロ．当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）1.上記の支給額合計197百万円のうち、社外役員（社外取締役３名、社外監査役２名）に対す
る支給額は40百万円です。

2.当事業年度に係る業績連動報酬等につきましては、単体における売上総利益、営業利益、
経常利益、税引前当期純利益、当期純利益及び卸売事業における営業利益を勘案した上
で、営業利益を業績連動報酬額の指標とした業績係数と、各取締役の目標の達成度を勘案
した評価係数を、役位毎に定められた賞与標準額に乗じて決定しております。

3.取締役の金銭報酬の額は、2018年６月28日開催の第71期定時株主総会において年額240百万
円以内（うち、社外取締役年額40百万円以内）と決議しております（使用人兼務取締役の
使用人分給与は含まない）。当該株主総会終結時点の取締役の員数は11名（うち、社外取
締役は３名）です。

4.監査役の金銭報酬の額は、2010年６月29日開催の第63期定時株主総会において年額50百万
円以内と決議しております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は４名です。

5.取締役会は、代表取締役社長伊藤晴彦に対し、各取締役の基本報酬の額及び社外取締役を
除く各取締役の担当部門の業績等を踏まえた賞与の評価配分の決定を委任しております。
委任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ、各取締役の担当部門について評価を行
うには代表取締役が適していると判断したためであります。なお、委任された内容の決定
にあたっては、事前に指名報酬委員会がその妥当性等について確認しております。

③ 社外役員に関する事項
イ．兼職状況（他の法人等の業務執行者である場合）
・取締役 浜田晋吾氏は、株式会社ニッスイの代表取締役社長執行役員を
兼務しております。なお、当社は株式会社ニッスイとの間に営業上の
取引があります。
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・取締役 今村忠如氏は、株式会社永谷園ホールディングスの専務取締役
専務執行役員を兼務しております。なお、当社は株式会社永谷園ホー
ルディングスとの間に営業上の取引はございません。

・取締役 足利金兵衛氏は、株式会社足利本店の取締役会長を兼務してお
ります。なお、当社は株式会社足利本店との間に営業上の取引があり
ます。

・監査役 服部 篤氏は、株式会社極洋の東京支社長を兼務しておりま
す。なお、当社は株式会社極洋との間に営業上の取引があります。

ロ．主な活動状況及び社外役員に期待される役割に関して行った職務の概
要

・取締役 浜田晋吾氏は、当期中に開催された取締役会には13回中13回出
席し、主に水産業界の動向について経営上有益な発言を行っておりま
す。取締役会では当該視点から積極的に意見を述べており、特に水産
事業及び経営全般について専門的な立場から監督、助言等を行うな
ど、意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たし
ております。

・取締役 今村忠如氏は、当期中に開催された取締役会には13回中13回出
席し、主に経済界の動向について経営上有益な発言を行っておりま
す。取締役会では当該視点から積極的に意見を述べており、指名・報
酬委員会の委員長として、特に経営全般について専門的な立場から監
督、助言等を行うなど、意思決定の妥当性・適正性を確保するための
適切な役割を果たしております。

・取締役 足利金兵衛氏は、当期中に開催された取締役会には13回中13回
出席し、主に水産業界の動向について経営上有益な発言を行っており
ます。取締役会では当該視点から積極的に意見を述べており、特に水
産事業及び経営全般について専門的な立場から監督、助言等を行うな
ど、意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たし
ております。

・監査役 澤野敬一氏は、当期中に開催された取締役会には13回中13回出席
し、監査役会には11回中11回出席しております。なお、取締役会にお
いては取締役の職務の執行状況を適宜確認するとともに、監査役会に
おいては監査の実施状況および結果について意見交換を行い、必要な
協議を行っております。取締役会では当該視点から積極的に意見を述
べており、特に水産資源の政策について専門的な立場から監督、助言
等を行うなど、意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役
割を果たしております。

・監査役 服部 篤氏は、当期中に開催された取締役会には13回中13回出
席し、監査役会には11回中11回出席しております。なお、取締役会に
おいては取締役の職務の執行状況を適宜確認するとともに、監査役会
においては監査の実施状況および結果について意見交換を行い、必要
な協議を行っております。取締役会では当該視点から積極的に意見を
述べており、特に水産事業について専門的な立場から監督、助言等を
行うなど、意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を
果たしております。
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支 払 額

１) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 25百万円

２) 当社および当社子会社が支払うべき金銭その他
の財産上の利益の合計額

45百万円

(4) 会計監査人の状況
① 会計監査人の名称

監査法人 和宏事務所

② 報酬等の額

（注）1.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ
く監査の監査報酬の額を区分しておりませんので、上記の報酬等の額にはこれらの合計額を
記載しております。

2.当社監査役会は、公益社団法人日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実
務指針」を踏まえ、会計監査人の監査計画、監査の実施状況、及び報酬見積りの算出根拠な
どを確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等について同意をしております。

③ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が
あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再
任に関する議案の内容を決定いたします。
　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当
すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任
いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集
される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報
告いたします。
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(5) 業務の適正を確保するための体制等の整備に関する事項
① 決議の内容の概要
・ 当該株式会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合

することを確保するための体制（会社法第362条第４項第６号、会社法
施行規則第100条第１項第４号）

　当社は取締役会及び経営会議において、各部門担当取締役及び執行役
員から職務の執行状況について随時報告を求め、コンプライアンス状況
をモニタリングする。
　当社は代表取締役社長に直属する部署として業務監査室を設置し、取
締役、執行役員及び使用人の企業活動に係るコンプライアンス状況を把
握するものとする。また、業務監査室は監査役会及び監査法人と必要な
意見・情報交換を随時行うとともに、内部通報制度を構築し適正な運用
を実施する。
　当社は財務報告の適正性を確保するため、関連する社内規程等を整
え、財務報告の適正性を確保する方策を策定してこれを継続的に管理・
運用することにより、金融商品取引法と関連法令等に基づく内部統制シ
ステムを構築する。
　コンプライアンス上の問題が発生した場合、社外有識者を加えたコン
プライアンス委員会に諮って意見を伺い、あるいは弁護士等の専門家の
助言を受けるなどして適切な対応と再発防止策を速やかに実施する。
　当社は市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切関
係しないことを企業倫理として掲げるとともに、反社会的勢力による被
害を防止するため対応部署と責任者を定めて一元的管理を行い、所轄警
察署等と緊密な連携のもと毅然とした態度で対処する。

・ 当該株式会社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関す
る体制（会社法施行規則第100条第１項第１号）

　取締役の職務の執行に係る情報は、関係法令や社内規程に則り適切に
保存・管理するとともに、所管部門においては、容易に検索・閲覧がで
きる状態を整備するものとする。

・ 当該株式会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
（会社法施行規則第100条第１項第２号）

　当社では、各部門を担当する取締役及び執行役員により、各担当部門
において内在しかつ想定されるリスクを分析し管理することを随時実施
する。これを経営会議に諮り、全社的にリスク対応のできる体制を整備
するとともに、緊急事態発生時については、経営会議主導による迅速な
対応策を実行できる体制とする。また、リスクの未然防止のために、随
時、社内教育にも力を注ぐこととする。
　業務監査室は各部門の事業監査を通じてリスク管理体制の状況を経営
会議に報告することとする。
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・ 当該株式会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保す
るための体制（会社法施行規則第100条第１項第３号）

　取締役会は年度計画を策定し、代表取締役は目標達成に向けてこれを
遂行する。その目標を適切に遂行できるよう、毎月１回開催する営業会
議等において全社的浸透を図る。
　職務遂行が適正かつ効率的になされるよう社内決裁基準に則って、社
内各責任者に権限が委譲されるものとする。
　経営会議では取締役及び執行役員の職務執行の進捗状況について随時
報告がなされるものとし、その他経営上の諸問題等について迅速な対応
がとれるよう原則として月２回開催する。

・ 次に掲げる体制その他の当該株式会社並びにその親会社及び子会社か
ら成る企業集団における業務の適正を確保するための体制（会社法第
362条第４項第６号、会社法施行規則第100条第１項第５号）
イ．当該株式会社の子会社の取締役、執行役、業務を執行する社員、

会社法第598条第１項の職務を行うべき者その他これらの者に相当
する者（ハ及びニにおいて「取締役等」という。）の職務の執行
に係る事項の当該株式会社への報告に関する体制（会社法施行規
則第100条第１項第５号イ）

ロ．当該株式会社の子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の
体制（会社法施行規則第100条第１項第５号ロ）

ハ．当該株式会社の子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われ
ることを確保するための体制（会社法施行規則第100条第１項第５
号ハ）

ニ．当該株式会社の子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令
及び定款に適合することを確保するための体制（会社法施行規則
第100条第１項第５号ニ）

　グループ各社はコンプライアンス体制、リスク管理体制、効率的業務
体制、文書保存体制等についてそれぞれ社内体制を確立するよう努力す
るとともに、これらの体制の実施状況は当社代表取締役へ随時報告がな
され、必要に応じ適切な指導と支援がなされるものとする。
　グループ各社において不適切な取引その他コンプライアンス上重大な
問題が発生するおそれが生じた場合や会社の財産に著しい損害を及ぼす
おそれが生じた場合は、当社グループの役職員が当社代表取締役又は業
務監査室に直接に通報できる体制を整える。
　グループ全体の経営を統括し適切に管理するため、グループ各社代表
者が出席するグループ社長会を原則として毎月１回開催し、それぞれ職
務執行状況の報告や重要な経営施策の検討を行う。
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業務の適正を確保するための体制等の整備に関する事項

・ 当該監査役設置会社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くこ
とを求めた場合における当該使用人に関する事項（会社法施行規則第
100条第３項第１号）、当該使用人の当該監査役設置会社の取締役から
の独立性に関する事項及び当該監査役設置会社の監査役の第１号の使
用人に対する指示の実効性の確保に関する事項（会社法施行規則第100
条第３項第１号、第２号、第３号）

　監査役の職務を補助すべき専任の使用人は置かないものの、監査役会
の求めに応じて総務部、経理部の各スタッフがサポートする。
　業務監査室は、監査役会との協議に基づき監査役会の要請する監査を
実施しその結果を監査役会に報告できる体制とする。
　監査役の職務を一定期間、常時補助することとなった使用人は、監査
役会の指揮命令下で行動する。また、当該使用人の人事考課につき、監
査役補助業務に従事した期間分については監査役会が意見を述べること
ができるようにする。

・ 次に掲げる体制その他の当該監査役設置会社の監査役への報告に関す
る体制（会社法施行規則第100条第３項第４号）
イ．当該監査役設置会社の取締役及び会計参与並びに使用人が当該監

査役設置会社の監査役に報告するための体制（会社法施行規則第
100条第３項第４号イ）

ロ．当該監査役設置会社の子会社の取締役、会計参与、監査役、執行
役、業務を執行する社員、会社法第598条第１項の職務を行うべき
者その他これらの者に相当する者及び使用人又はこれらの者から
報告を受けた者が当該監査役設置会社の監査役に報告するための
体制（会社法施行規則第100条第３項第４号ロ）

　当社グループの役職員は、当社の各監査役及び監査役会の求めに応じ
て職務の執行状況を遅滞なく報告し又は必要な資料等を提出しなければ
ならないものとする。
　当社グループの役職員は職務の執行に際し、法令・定款・社内規程に
違反する事項その他コンプライアンス上重大な事項又は会社の財産に著
しい損失を及ぼすおそれが発生した場合は、直ちに当社の各監査役又は
監査役会に直接報告することができる体制を整備する。
　当社業務監査室は定期的に当社グループにおける内部監査、コンプラ
イアンス、リスク管理との現状を当社の監査役又は監査役会に報告す
る。
　当社グループの内部通報制度の担当部署は、定期的に当社グループの
役職員からの内部通報の状況について当社の各監査役又は監査役会に報
告する。
ハ．監査役へ前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として

不利な取扱いを受けないことを確保するための体制（会社法施行
規則第100条第３項第５号）

　当社は当社の監査役へ当該報告を行った当社グループの役職員に対
し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止
し、その旨を当社グループの役職員に周知徹底する。
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業務の適正を確保するための体制等の整備に関する事項

ニ．当該監査役設置会社の監査役の職務の執行について生ずる費用の
前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用
又は債務の処理に係る方針に関する事項（会社法施行規則第100条
第３項第６号）

　当社は、監査役がその職務の執行について当社に対し会社法第388条に
基づく費用の前払い等の請求をしたときは担当部署において審議の上、
当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと
認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

・ その他当該監査役設置会社の監査役の監査が実効的に行われることを
確保するための体制（会社法施行規則第100条第３項第７号）

　監査役会からの監査基準・計画は取締役、執行役員全員に回覧し監査
の実施に協力する体制をとる。
　監査役会は代表取締役との定例的な意見交換を行う。
　監査役会と業務監査室とは監査の意見・情報交換を随時行う。
　監査役会と業務監査室と監査法人とは必要により連携して監査業務を
遂行する。
　監査役会の監査業務につき独自に弁護士等の専門家の助言を受ける機
会を保障する。
　社内重要会議議事録や稟議書その他監査役会が必要とする文書につい
ては監査役会に遅滞なく回覧される体制を整備する。

② 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
(会社法第362条第４項第６号、会社法施行規則第118条第２項)

当社及びグループ各社では、継続的に内部統制システムの整備に取り
組んでおります。運用状況につきましては、運用上見出された問題点、
改善及び再発防止策への取り組みを毎月、取締役会及び監査役会に報
告、協議することにより適切な内部統制システムの整備、運用を実施し
ております。
また、グループ各社につきましては毎月１回行うグループ社長会にお

いて運用状況の報告がされることにより内部統制システムの運用状況の
把握をしております。

　本報告書に記載した金額および株式数は単位未満の端数を切り捨てて表示し
ております。
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連結貸借対照表

連 結 貸 借 対 照 表
（2023年３月31日現在）

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

原材料及び貯蔵品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

借 地 権

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

退職給付に係る資産

差 入 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

29,815

8,360

12,699

8,814

48

285

△394

43,478

30,113

21,103

1,697

6,296

777

2

235

3,259

2,449

810

10,104

8,683

42

438

560

302

199

△122
　

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債 23,960

支払手形及び買掛金 10,790

短 期 借 入 金 7,050

１年内返済予定の長期借入金 2,133

未 払 金 519

未 払 法 人 税 等 374

賞 与 引 当 金 288

役 員 賞 与 引 当 金 31

修 繕 引 当 金 53

そ の 他 2,718

固 定 負 債 23,212

長 期 借 入 金 18,848

繰 延 税 金 負 債 1,427

役員退職慰労引当金 8

退職給付に係る負債 1,455

長 期 未 払 金 211

そ の 他 1,260

負 債 合 計 47,172

（純資産の部）

株 主 資 本 20,865

資 本 金 2,995

利 益 剰 余 金 18,570

自 己 株 式 △700

その他の包括利益累計額 3,609

その他有価証券評価差額金 3,568

退職給付に係る調整累計額 41

非支配株主持分 1,646

純 資 産 合 計 26,121

資 産 合 計 73,293 負 債 及 び 純 資 産 合 計 73,293

　（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

連 結 損 益 計 算 書

(2022年４月１日から
2023年３月31日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 137,482

売 上 原 価 124,318

売 上 総 利 益 13,163

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 11,149

営 業 利 益 2,014

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 305

そ の 他 117 423

営 業 外 費 用

支 払 利 息 196

そ の 他 114 310

経 常 利 益 2,127

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 93

投 資 有 価 証 券 売 却 益 27

補 助 金 収 入 150 272

特 別 損 失

関 係 会 社 整 理 損 68

固 定 資 産 圧 縮 損 30 98

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,301

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 760

法 人 税 等 調 整 額 23 783

当 期 純 利 益 1,517

非支配株主に帰属する当期純利益 129

親会社株主に帰属する当期純利益 1,387

　（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書

(2022年４月１日から
2023年３月31日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 2,995 1,348 17,636 △695 21,285

剰余金の配当 △279 △279

親会社株主に帰属する
当期純利益

1,387 1,387

自己株式の取得 △0 △0

非支配株主との取引に係る親会
社の持分変動

△1,348 △174 △4 △1,527

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － △1,348 933 △4 △419

当連結会計年度末残高 2,995 － 18,570 △700 20,865

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非支配株主持分 純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括
利益累計額合
計

当連結会計年度期首残高 3,040 107 3,148 4,597 29,031

剰余金の配当 △279

親会社株主に帰属する
当期純利益

1,387

自己株式の取得 △0

非支配株主との取引に係る親
会社の持分変動

△3,058 △4,586

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額(純額)

527 △66 461 106 568

連結会計年度中の変動額合計 527 △66 461 △2,951 △2,910

当連結会計年度末残高 3,568 41 3,609 1,646 26,121

　（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

 連結注記表

［連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記］

1.　連結の範囲に関する事項

(1)連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 ８社

主要な連結子会社の名称 ㈱ホウスイ、千葉中央魚類㈱、柏魚市場㈱、

マルナカロジスティクス㈱、㈱水産流通

　千葉中央魚類㈱については2023年１月31日をもって解散し、清算手続中で

あります。

(2)非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社の名称 ㈲マルナカサービス

連結の範囲から除いた理由

　非連結子会社は、小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益(持分に

見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも、連結計算書類に

重要な影響を及ぼしていないため除外しております。

2.　持分法の適用に関する事項

(1)持分法を適用した関連会社の数及び関連会社の名称

関連会社の数 ２社

主要な関連会社の名称 船橋魚市㈱、オーシャンステージ㈱

(2)持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の状況

持分法を適用しない主要な非連結子会社の名称 ㈲マルナカサービス

持分法を適用しない主要な関連会社の名称 北海道ペスカ㈱

持分法を適用しない理由

　持分法非適用会社は、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に

見合う額)等からみて、連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体

としても重要性がないため除外しております。

3.　連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度末は、連結決算日と一致しております。

4.　会計方針に関する事項

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法

①棚卸資産

商品及び製品………………　　個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定しております。）

原材料………………………　　先入先出法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定しております。）

②有価証券

関係会社株式

移動平均法による原価法
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連結注記表

満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの……時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定

しております。）

市場価格のない株式等…………………移動平均法による原価法

③デリバティブ…………………………………時価法

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

　主として定率法（但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を

除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については

定額法）を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 10～47年

機械装置及び運搬具 ４～12年

②無形固定資産（リース資産を除く）

　自社利用のソフトウエアについて社内における利用可能期間（５年間）に基づ

く定額法を採用しております。

③リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3)重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等によ

り、貸倒懸念債権等特定債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

②賞与引当金

　当社及び一部の連結子会社は従業員に対して支給する賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき当連結会計年度の負担額を計上しております。

③役員賞与引当金

　当社及び一部の連結子会社は役員の賞与の支出に充てるため、支給見込額に基

づき計上しております。

④修繕引当金

　当社は社宅及び賃貸不動産の定期修繕に要する支出に備えるため、その支出見

込額に基づき、当連結会計年度の負担額を計上しております。

⑤役員退職慰労引当金

　一部の連結子会社は役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規による期末要

支給額を計上しております。
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(4)収益及び費用の計上基準

　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主

な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時

点）は以下のとおりであります。

イ．水産物卸売事業

　当事業は、水産物の委託販売業務および買付販売業務、リテールサポート業務など

を行っております。水産物の委託販売業務におきましては代理人取引にあたるため顧

客から受け取る対価の総額ではなく、純額(手数料相当額)を収益として認識しており

ます。買付品販売業務におきましては商品売買取引であり、顧客に商品を引き渡した

時点で収益を認識しております。また、リテールサポート業務では、主に顧客に代わ

って仕入先に発注・決済その他作業等の納品サポートを行う業務であり、顧客に商品

が納品された時点で収益を認識しております。

ロ．冷蔵倉庫事業

　当事業は、冷蔵倉庫における保管業務やそれに付随した入出庫業務などを行ってお

ります。これらの業務については荷物を保管する契約期間を履行義務の充足期間とし

て収益を認識しております。運送取扱料収入につきましては、代理人取引にあたるた

め、顧客から受け取る対価の総額ではなく、純額(手数料相当額)を収益として認識し

ております。

ハ．不動産賃貸事業

　当事業は、通常の賃貸借取引に準じた金額を収益として認識しております。

ニ．荷役事業

　当事業は、豊洲市場内において行われる商品の運搬や荷役、市場外のお客様に荷物

を運搬しており、荷物を引き渡した時点で収益を認識しております。

　なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取り扱い

を適用し、商品の販売などについて出荷基準の場合に、出荷時から当該商品の支配が

顧客に移転されるときまでの期間が通常の期間であれば、出荷時に収益を認識してお

ります。

(5)退職給付に係る会計処理の方法

　退職給付に係る資産及び負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰

属させる方法については、期間定額基準によっております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理しております。

　未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその

他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

　なお、一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職

給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用し

ております。
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(6)重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

　金利スワップは特例処理の要件を充たしているので、特例処理を採用しており

ます。また、為替予約取引については振当処理を行っております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……………金利スワップ・為替予約

ヘッジ対象……………借入金の利息・外貨建債権債務

③ヘッジ方針

　為替変動リスク及び金利変動リスクを回避するために行っております。

④ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップの特例処理の要件を充たしているので連結決算日における有効性

の評価を省略しております。また、為替予約は、ヘッジ手段の変動額の累計額と

ヘッジ対象の変動額の累計額を比較して有効性の判断を行っております。

(7)のれんの償却に関する事項

　のれんは、10年で均等償却しております。なお、当連結会計年度末における残高は

ありません。

－ 23 －



2023/05/29 8:27:11 / 22947051_中央魚類株式会社_招集通知

連結注記表

商品及び製品 8,814百万円

通常の販売目的で保有する商品の

収益性の低下による簿価切下額
286百万円

貸倒引当金（流動） 394百万円

貸倒引当金（固定） 122百万円

繰延税金資産 438百万円

[会計上の見積りに関する注記]

（1） 棚卸資産の評価

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループは、棚卸資産の貸借対照表価額は主として個別法による原価法

（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しており、期末におけ

る正味売却価額が取得原価を下回っている場合には、当該正味売却価額をもっ

て貸借対照表価額としております。

当該正味売却価額の算出方法については、見積売価に期末在庫数量を乗じて

算出しております。見積売価については、期末日に最も近い通常取引における

販売価格などにより見込んでおります。

正味売却価額の見積りは、市場の需給関係に影響を受けること、容易に見

積れないものがあること等の不確実性を伴うため、正味売却価額が想定より

も下回った場合には損失が発生する可能性があります。

（2） 貸倒引当金

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

債権の貸倒れによる損失に備えるため、売掛金や貸付金等の債権について、

一般債権については、滞留期間や内容によって一定のルールのもと貸倒引当金

を算定しており、貸倒懸念債権等の特定の債権については、個別に財政状態、

経営成績等を考慮して算定した回収不能見込額を貸倒引当金として計上してお

ります。

相手先の財政状態が悪化した場合や滞留債権が増加した場合には貸倒引当

金を積み増すことがあり、翌連結会計年度以降に重要な影響を与える可能性

があります。

（3） 繰延税金資産の回収可能性

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　なお、上記の繰延税金資産は繰延税金負債と相殺後の金額を表示しており

ます。

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び

金額によって見積っております。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の

変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に発生した課税所得の時
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建物及び構築物 11,360百万円

機械装置及び運搬具 740百万円

土地 3,195百万円

1年内返済予定の長期借入金 1,608百万円

長期借入金 14,720百万円

2.　有形固定資産の減価償却累計額 24,086百万円

期及び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類におい

て、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

［連結貸借対照表に関する注記］

1.　担保に供している資産及び担保に係る債務

(1)担保に供している資産

(2)担保に係る債務

上記減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。
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普通株式 4,315千株

株式の種類 当連結会計年度期首 増　　加 減　　少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 320 0 － 320

決 議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

2022年６月23日
定 時 株 主 総 会

普通株式 279 70.0 2022年３月31日 2022年６月24日

①配当金の総額 279百万円

②１株当たり配当額 70.0円

③基準日 2023年３月31日

④効力発生日 2023年６月26日

［連結株主資本等変動計算書に関する注記］

1.　当連結会計年度末日における発行済株式の種類及び総数

2.　自己株式の種類及び株式数に関する事項

（変動の事由概要）

　自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

3.　剰余金の配当に関する事項

(1)配当金支払額等

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度

となるもの

　2023年６月23日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項

を次のとおり付議する予定であります。

なお配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
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［金融商品に関する注記］

1.　金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金及び預け金等に限定し、銀行等

金融機関からの借入により資金を調達しております。また、デリバティブは、後述す

るリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

　売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っており

ます。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに

時価の把握を行っております。市場価格のない株式等については定期的に財務諸表を

取り寄せ、財務内容を把握しております。長期貸付金は、取引先企業等に対し行って

おります。

　支払手形及び買掛金は、ほとんど１年以内の支払期日であります。営業債務の一部

に原料等の輸入に伴う外貨建て債務があり、為替の変動リスクに晒されております

が、将来の為替相場による損失を回避するため、為替予約取引において、財務上発生

している為替リスクをヘッジし、リスク管理を効率的に行うためデリバティブ取引を

導入しています。

　借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、一部

の長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定

化を実施しております。なお、デリバティブは内部管理規程に従い、実需の範囲で行

うこととしております。
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連結貸借対照表
計上額（百万円）

時価（百万円） 差額(百万円)

(1) 投資有価証券

①満期保有目的の債券 200 200 0

②その他有価証券 7,660 7,660 －

(2) 長期貸付金 42

貸倒引当金（＊３） △18

23 23 0

資産計 7,884 7,884 0

長期借入金（＊４） （20,981） （20,775） △206

負債計 （20,981） （20,775） △206

デリバティブ取引 － － －

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)

非上場株式 823

2.　金融商品の時価等に関する事項

　2023年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。

（＊）負債に計上されているものについては（　）で示しております。

（＊１）「現金及び預金」「売掛金」「支払手形及び買掛金」「短期借入金」「未払

　　金」「未払法人税等」については、現金であること、及び短期間で決済される

　　ため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（＊２）市場価格のない株式等は、「(1)投資有価証券」には含まれておりません。

　　　当該金融資産の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

（＊３）長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

（＊４）１年内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めて表示しております。
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区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　その他有価証券

　　株式 7,660 － － 7,660

資産計 7,660 － － 7,660

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　満期保有目的の債券

　　社債 － 200 － 200

長期貸付金 － 23 － 23

資産計 － 223 － 223

長期借入金 － 20,775 － 20,775

デリバティブ取引 － － － －

負債計 － 20,775 － 20,775

3．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じ

て、以下の3つのレベルに分類しております。

　レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格

　　　　　　　　　により算定した時価

　レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプ

　　　　　　　　　ットを用いて算定した時価

　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それら

のインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低

いレベルに時価を分類しております。

(1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

(2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

－ 29 －



2023/05/29 8:27:11 / 22947051_中央魚類株式会社_招集通知

連結注記表

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取

引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。満期保有

目的の債券は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認

められないため、その時価をレベル２の時価に分類しております。

デリバティブ取引

　金利スワップの特例処理及び為替予約の振当て処理によるものは、ヘッジ対

象とされている長期借入金及び営業債務と一体として処理されているため、そ

の時価は、当該長期借入金及び営業債務の時価に含めて記載しております(下

記「長期借入金」参照)。

長期貸付金

　長期貸付金の時価は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区

分ごとに、その将来キャッシュ・フローと国債の利回り等適切な指標に信用ス

プレッドを上乗せした利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル

２の時価に分類しております。また、貸倒懸念債権の時価は、同様の割引率に

よる見積キャッシュ・フローの割引現在価値、又は、担保及び保証による回収

見込額等を基に割引現在価値法により算定しており、時価に対して観察できな

いインプットによる影響額が重要な場合はレベル３の時価、そうでない場合は

レベルの２の時価に分類しております。

長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場

合に想定される利率で割り引いて算出しているため、レベル２の時価に分類し

ております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とさ

れており(上記「デリバティブ取引」参照)、当該金利スワップと一体として処

理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見

積もられる利率で割り引いて算出する方法によっております。なお、１年内返

済予定の長期借入金を含めております。

－ 30 －



2023/05/29 8:27:11 / 22947051_中央魚類株式会社_招集通知

連結注記表

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時価

1,672 4,304

報告セグメント

合計水産物

卸売事業

冷蔵倉庫

事業

不動産

賃貸事業
荷役事業

一時点で移転

される財
128,699 77 － 588 129,365

一定の期間に

わたり移転さ

れる財

209 7,277 － － 7,486

顧客との契約

から生じる収

益

128,909 7,354 － 588 136,852

その他の収益 － － 629 － 629

外部顧客への

売上高
128,909 7,354 629 588 137,482

［賃貸等不動産に関する注記］

1.　賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び一部の連結子会社では、東京都その他の地域において、主に賃貸用の建物

等（土地を含む）を有しております。

2.　賃貸等不動産の時価に関する事項

（注１）　連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額で

あります。

（注２）　当連結会計年度末の時価は、一定の評価額または市場価格を反映している

と考えられる指標に基づく価額であります。

［収益認識に関する注記］

(1)顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）

(2)顧客との契約から生ずる収益を理解するための基礎となる情報

　顧客との契約から生ずる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表　

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記４．会計方針に関する

事項(4)収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。
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連結注記表

　顧客との契約から生じた債権(期首残高)

　顧客との契約から生じた債権(期末残高)

11,956

12,699

　契約負債(期首残高)

　契約負債(期末残高)

219

213

1.　１株当たり純資産額 6,127円13銭

2.　１株当たり当期純利益 347円40銭

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

①契約資産及び契約負債の残高等

(単位：百万円)

　顧客との契約から生じた債権は、貸借対照表において売掛金と表示しております。

　当連結会計年度において、契約資産はありません。

　契約負債は主に、商品の引渡前に顧客から受け取った対価であり、連結貸借対照表

上、流動負債のその他に含まれております。

　契約負債の残高について、重要な変動は特にありません。

②残存履行義務に配分した取引価格

　個別の契約期間が一年を超える重要な取引がないため、残存履行義務に関する情報

の記載を省略しております。

［１株当たり情報に関する注記］

［重要な後発事象に関する注記］

　該当事項はありません。
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貸借対照表

貸　借　対　照　表

（2023年３月31日現在）

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

短 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

備 品

土 地

無 形 固 定 資 産

借 地 権

ソ フ ト ウ エ ア

ソフトウエア仮勘定

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

前 払 年 金 費 用

差 入 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

15,971

4,316

5,810

5,777

159

41

△133

20,018

2,062

1,038

36

987

2,423

1,745

257

420

15,532

7,316

6,767

785

479

144

151

△112
　

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債 13,121

受 託 販 売 未 払 金 254

買 掛 金 4,053

短 期 借 入 金 6,900

１年以内返済予定長
期 借 入 金

335

未 払 法 人 税 等 138

未 払 金 351

未 払 費 用 627

賞 与 引 当 金 108

役 員 賞 与 引 当 金 15

修 繕 引 当 金 53

そ の 他 282

固 定 負 債 4,641

長 期 借 入 金 2,507

繰 延 税 金 負 債 1,133

退 職 給 付 引 当 金 254

長 期 未 払 金 112

預 り 保 証 金 633

負 債 合 計 17,762

（純資産の部）

株 主 資 本 14,928

資 本 金 2,995

資 本 剰 余 金 1,342

資 本 準 備 金 1,337

そ の 他 資 本 剰 余 金 5

利 益 剰 余 金 11,290

利 益 準 備 金 748

そ の 他 利 益 剰 余 金 10,541

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 119

別 途 積 立 金 6,850

繰 越 利 益 剰 余 金 3,571

自 己 株 式 △700

評価・換算差額等 3,299

その他有価証券評価差額金 3,299

純 資 産 合 計 18,227

資 産 合 計 35,990 負債及び純資産合計 35,990

　（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

損　益　計　算　書

(2022年４月１日から
2023年３月31日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 98,182

売 上 原 価 92,858

売 上 総 利 益 5,323

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,711

営 業 利 益 612

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 257

そ の 他 47 304

営 業 外 費 用

支 払 利 息 40

そ の 他 45 85

経 常 利 益 831

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 93

投 資 有 価 証 券 売 却 益 18

補 助 金 収 入 50 163

特 別 損 失

固 定 資 産 圧 縮 損 30 30

税 引 前 当 期 純 利 益 964

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 245

法 人 税 等 調 整 額 84 329

当 期 純 利 益 635
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書

(2022年４月１日から
2023年３月31日まで)

(単位：百万円)

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計資本準備金

そ の 他
資本剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

固 定 資 産
圧縮積立金

別途積立金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 2,995 1,337 5 748 119 6,850 3,216 △700 14,573

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △279 △279

当期純利益 635 635

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の
当期中の変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － － 355 △0 355

当 期 末 残 高 2,995 1,337 5 748 119 6,850 3,571 △700 14,928

評価・換算差額等

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

当 期 首 残 高 2,874 17,447

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △279

当期純利益 635

自己株式の取得 △0

株主資本以外の項目の
当期中の変動額(純額)

424 424

当 期 変 動 額 合 計 424 779

当 期 末 残 高 3,299 18,227

　（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

個別注記表

［重要な会計方針に係る事項に関する注記］

1.　資産の評価基準及び評価方法

(1)棚卸資産

商品………………………………　　個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定しておりま

す｡ ）

(2)有価証券

子会社株式及び関連会社株式…　　移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの……時価法

（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定しております。）

市場価格のない株式等…………………移動平均法による原価法

2.　固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法（但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並び

に2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採

用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　　建物　　10～47年

(2)無形固定資産（リース資産を除く）

　自社利用のソフトウエアについて社内における利用可能期間（５年間）に基づく

定額法を採用しております。

(3)リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

3.　引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等によ

り、貸倒懸念債権等特定債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

(2)賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年

度の負担額を計上しております。

(3)役員賞与引当金

　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上してお

ります。
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個別注記表

商品 5,777百万円

通常の販売目的で保有する商品の

収益性の低下による簿価切下額
252百万円

(4)修繕引当金

　社宅及び賃貸不動産の定期修繕に要する支出に備えるため、その支出見込額に基

づき、当事業年度の負担額を計上しております。

(5)退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。

　なお、数理計算上の差異は発生時の翌事業年度から10年の定額法により費用処理

しております。

４.収益及び費用の計上基準

　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の

内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下

のとおりであります。

水産物卸売事業

　当事業は、水産物の委託販売業務および買付販売業務を行っております。水産物

の委託販売業務におきましては代理人取引にあたるため顧客から受け取る対価の総

額ではなく、純額(手数料相当額)を収益として認識しております。買付品販売業務

におきましては商品売買取引であり、顧客に商品を引き渡した時点で収益を認識し

ております。

　なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取り扱

いを適用し、商品の販売などについて出荷基準の場合に、出荷時から当該商品の支

配が顧客に移転されるときまでの期間が通常の期間であれば、出荷時に収益を認識

しております。

不動産賃貸事業

　当事業は、通常賃貸借取引に準じた金額を収益として認識しております。

[会計上の見積りに関する注記]

（1） 棚卸資産の評価

① 当事業年度の計算書類に計上した金額

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社は、棚卸資産の貸借対照表価額は主として個別法による原価法（収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しており、期末における正味売

却価額が取得原価を下回っている場合には、当該正味売却価額をもって貸借対

照表価額としております。

当該正味売却価額の算出方法については、見積売価に期末在庫数量を乗じて

算出しております。見積売価については、期末日に最も近い通常取引における

販売価格などにより見込んでおります。

正味売却価額の見積りは、市場の需給関係に影響を受けること、容易に見

積れないものがあること等の不確実性を伴うため、正味売却価額が想定より

も下回った場合には損失が発生する可能性があります。
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個別注記表

貸倒引当金（流動） 133百万円

貸倒引当金（固定） 112百万円

繰延税金資産 －百万円

1.　有形固定資産の減価償却累計額 1,871百万円

　　上記減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

2.　関係会社に対する短期金銭債権 689百万円

3.　関係会社に対する長期金銭債権 764百万円

4.　関係会社に対する短期金銭債務 2,106百万円

5.　有形固定資産の圧縮記帳額 170百万円

売上高 9,745百万円

仕入高 1,024百万円

販売費及び一般管理費 439百万円

営業取引以外の取引高 57百万円

（2） 貸倒引当金

① 当事業年度の計算書類に計上した金額

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

債権の貸倒れによる損失に備えるため、売掛金や貸付金等の債権について、

一般債権については、滞留期間や内容によって一定のルールのもと貸倒引当金

を算定しており、貸倒懸念債権等の特定の債権については、個別に財政状態、

経営成績等を考慮して算定した回収不能見込額を貸倒引当金として計上してお

ります。

相手先の財政状態が悪化した場合や滞留債権が増加した場合には貸倒引当

金を積み増すことがあり、翌事業年度以降に重要な影響を与える可能性があ

ります。

（3） 繰延税金資産の回収可能性

① 当事業年度の計算書類に計上した金額

　なお、上記の繰延税金資産は繰延税金負債と相殺後の金額を表示しておりま

す。

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金

額によって見積っております。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動

などによって影響を受ける可能性があり、実際に発生した課税所得の時期及び

金額が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類において、繰延税金資産

の金額に重要な影響を与える可能性があります。

［貸借対照表に関する注記］

［損益計算書に関する注記］

関係会社との取引高

　営業取引による取引高
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個別注記表

株式の種類 当事業年度期首 増　　加 減　　少 当事業年度末

普通株式(千株) 320 0 － 320

（繰延税金資産）

貸倒引当金 75百万円

退職給付引当金 77百万円

長期未払金 34百万円

賞与引当金 33百万円

投資有価証券評価損 332百万円

その他 61百万円

繰延税金資産小計 615百万円

評価性引当額 △539百万円

繰延税金資産合計 76百万円

（繰延税金負債）

固定資産圧縮積立金 52百万円

前払年金費用 146百万円

その他有価証券評価差額金 1,009百万円

繰延税金負債合計 1,209百万円

繰延税金負債の純額 1,133百万円

［株主資本等変動計算書に関する注記］

自己株式の種類及び株式数に関する事項

（変動の事由概要）

　自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

［税効果会計に関する注記］

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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個別注記表

種類
会社等の
名 称

事業の
内容又
は職業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関係内容
取 引 の
内 容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社

柏魚市場㈱
水 産 物
卸売事業

所有直接
100.0

兼任
１名

商品の
販売・
仕入等

資金の借入 2,000 短期借入金 2,000

利息の支払 11 未払利息 0

㈱ホウスイ

水 産 物
卸売事業
冷蔵倉庫
事 業

所有直接
100.0

兼任
２名

商品の
販売・
仕入等

資金の回収 159
長期貸付金

短期貸付金

764

159

利息の受取 8
未収利息 0

中央フーズ㈱
水産物卸
売 事 業

所有
直接40.0
間接60.0

兼任
１名

商品の
販売・
仕入等

商品の販売 7,887 売掛金 467

(1) 商品の販売については、当社と資本関係を有しない他の取引先と同じ取引

条件、価格は同じ決定方法によっております。

(2) 借入金利は、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

(3) 貸付金利は、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

種類
会社等の
名 称

事業の
内容又
は職業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関係内容
取 引 の
内 容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及

びその

近親者

が議決

権の過

半数を

所有し

ている

会社等

㈱足利本店
鮮魚卸売
事 業

被所有直接
7.5

兼任
１名

鮮魚等
の仕入

商品の仕入 256
受託販売未払

金
0

商品の販売については、当社と資本関係を有しない他の取引先と同じ取引

条件、価格は同じ決定方法によっております。

［関連当事者との取引に関する注記］

(1)子会社等

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

(2)役員及び個人主要株主等

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

－ 40 －
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個別注記表

1.　１株当たり純資産額 4,563円17銭

2.　１株当たり当期純利益 159円08銭

[収益認識に関する注記]

(顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報)

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表　収

益認識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

［１株当たり情報に関する注記］

［重要な後発事象に関する注記］

　該当事項はありません。

－ 41 －
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連結計算書類に係る会計監査人監査報告

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 大 嶋 　 豊

業務執行社員 公認会計士 鹿 倉 良 洋

独立監査人の監査報告書

2023年５月20日

中央魚類株式会社

取 締 役 会  御  中

監 査 法 人  和 宏 事 務 所

東京都千代田区

　監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、中央魚類

株式会社の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度
の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連
結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公

正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、中央魚類株式会社
及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の
財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の
責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載され
ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従
って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人として
のその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営
者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま
た、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセ
スの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。

連結計算書類に係る会計監査人監査報告

－ 42 －
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連結計算書類に係る会計監査人監査報告

　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の
記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対し
て意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載
内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計算
書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が
あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にそ
の他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うこと
にある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要
な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求め
られている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はな
い。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示すること
にある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結
計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内
部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に

基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価
し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該
事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用

における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体として

の連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどう
かについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場か
ら連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、
不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計する
と、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見
込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基

準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行
い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価す
る。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、
実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

－ 43 －
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連結計算書類に係る会計監査人監査報告

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見
表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に
関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに
経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注
記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが
適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企
業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して
重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前
提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書にお
いて連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な
不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、
連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められ
ている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠
に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と
して存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公
正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとと
もに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び
内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に
表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子
会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監
査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関し
て責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲と

その実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を
含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているそ
の他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が

国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の
独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を
除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容
について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、

公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
以　　上

－ 44 －
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計算書類に係る会計監査人監査報告

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 大 嶋 　 豊

業務執行社員 公認会計士 鹿 倉 良 洋

独立監査人の監査報告書

2023年５月20日

中央魚類株式会社

取 締 役 会 御  中

監 査 法 人  和 宏 事 務 所

東京都千代田区

　監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、中

央魚類株式会社の2022年４月１日から2023年３月31日までの第76期
事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算
書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正

妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係
る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表
示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の
責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されて
いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従っ
て、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上
の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営
者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま
た、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセ
スの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記
載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して
意見を表明するものではない。

計算書類に係る会計監査人監査報告

－ 45 －
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計算書類に係る会計監査人監査報告

　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内
容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類等
又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違がある
かどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他
の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにあ
る。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要
な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求め
られている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はな
い。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することに
ある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書
類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統
制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基

づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、我
が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい
て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を
開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用

における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体として

の計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうか
について合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から
計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正
又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計
算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる
場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基

準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行
い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価す
る。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、
実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

－ 46 －
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計算書類に係る会計監査人監査報告

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表
明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際
して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関
連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに
経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注
記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適
切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業
の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重
要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提
に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書におい
て計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確
実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書
類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。
監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい
ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続
できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正
妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかととも
に、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内
容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示
しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲と

その実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を
含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているそ
の他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が

国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の
独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を
除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容
について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の

規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上
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監 査 報 告 書

　当監査役会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの第76期事業年度の
取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議
の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
1.　監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、当期の監査の基本方針、監査の計画等を定め、各監査役か

ら監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会
計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の基本
方針、監査の計画等に従い、取締役、業務監査室その他の使用人等と意
思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以
下の方法で監査を実施しました。

　① 取締役会、経営会議その他重要な会議に出席し、取締役、業務監査室
その他の使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。また、重要な決裁書
類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を
調査いたしました。さらに、子会社については、子会社の取締役及び
監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から
事業の報告を受けました。

　② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成
る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施
行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決
議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システ
ム）について、取締役、業務監査室その他の使用人等からその構築及
び運用の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を
表明いたしました。

　③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している
かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監
査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」
（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理
基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している
旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、
計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記
表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしまし
た。

監査役会監査報告
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中央魚類株式会社 監 査 役 会

監 査 役 ( 常 勤 ) 三 田 　 薫 ㊞
監査役(常勤)(社外) 澤 野 敬 一 ㊞
監 査 役 ( 社 外 ) 服 部 　 篤 ㊞

2.　監 査 の 結 果
(1)　事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を

正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反

する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま

す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取
締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2)　連結計算書類の監査結果
会計監査人(監査法人和宏事務所)の監査の方法及び結果は相当であると
認めます。

(3)　計算書類等の監査結果
会計監査人(監査法人和宏事務所)の監査の方法及び結果は相当であると
認めます。

2023年５月23日

　
以　上
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